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令和元年度 沖縄県発達障害児（者）支援機関連絡会議 

日時：令和２年１月 14日（火）13：30～15：00 

場所：県庁５階会議室（子ども生活福祉部） 

支援機関連絡会議委員からの主な意見等 

 

１．発達障害は早期支援が重要であり、とりわけ乳幼児健診や、事後教室を所

管する市町村の母子保健担当に対する意識付けが必要と思われる。そのため

には、県の母子保健主管課の協力も必要だが、障害福祉課やがじゅま～るで、

母子保健分野とどのように連携をとっているか。（八重山福祉事務所）  

 

２．乳幼児健診の受診率向上が計画の数値目標としてあげられているが、単に

受診率を上げるのではなく、そこで発達の遅れが疑われる子をいかにして見

つけるかが重要で、そこが課題でもあると思う。（八重山福祉事務所） 

 

３．圏域別研修で「新サポートノートえいぶる」に関する研修会を開催してい

る。「えいぶる」について、乳幼児期から成人期までのつなぎの支援として活

用してもらう目的と、学校の先生にも、福祉の制度やサービスを知ってもら

うツールとして有効と考えている。ペアプロの研修は、保健所が中心になっ

て実施している。（南部福祉事務所） 

 

４．多良間村などでは、親が子どもの発達障害を認めないというケースがある。

圏域別研修などで発達障害の啓発を行ってきたが、まだ不十分だと思われる

ので、市・村の協議会の場で連携して発達障害の理解の促進につとめたい。

（宮古福祉事務所） 

 

５．認可外保育所などで、発達障害者支援センターに研修やコンサルテーショ

ンを行ってもらっている。保育所の職員に対する研修等についても、引き続

き会議等での連携が需要と考えている。（子育て支援課） 
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（参考）支援機関実務者会議であがった主な意見等 

○沖縄県では、初診までの待機が長期化している課題に対して、「子どもの心の

診療ネットワーク事業（地域保健課）」「かかりつけ医等発達障害対応力向上研

修（障害福祉課）」「発達障害者支援センターによる医療従事者向け研修（障害

福祉課）」といった事業を実施しているが、医師の資質向上に留まり、医療ネッ

トワーク体制の整備には至っていない。 

１次・２次・３次支援機関と医療機関が担う役割を整理すること及び、それ

ぞれの役割に応じた研修体系の整理について協議する場を、発達障害児（者）

支援機関連絡会議等で設ける必要があると思われる。 

（沖縄県発達障害者支援センター） 
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先進地視察に関する報告
（岡山県・おかやま発達障害者支援
センターとの情報交換及び地域協議会）

沖縄県子ども生活福祉部 障害福祉課

引用元：安井建築設計事務所HP

１．視察の概要

（１）視察日程

令和２年１月23日（木）
（がじゅま～るは、～24日（金）まで）

（２）視察場所

岡山県立図書館２階 多目的ホール

（３）視察内容

岡山県、おかやま発達障害者支援センターとの情報交換会

発達障害者支援地域協議会ワーキンググループ（地域支援

／家族支援／人材育成）視察
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２．岡山県の発達障害者支援施策実施状況について

（１）発達障害のある人のトータルライフ支援に向けた県域の支
援体制整備に関する全体フレームの提示

（２）生活の基盤である市町村の支援体制整備の促進

（３）広域的な支援体制整備の促進

岡山県の役割

２．岡山県の発達障害者支援施策実施状況について
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２．岡山県の発達障害者支援施策実施状況について

２．岡山県の発達障害者支援施策実施状況について

（１）発達障害者支援地域協議会の設置

関係部局、学識経験者、親の会等で構成する発達障害者支
援地域協議会を設置し、幅広い意見集約等の推進を図る。

また、同協議会の下に、プロジェクト事業ごとに関係課等で構
成するワーキンググループを設けて、施策の立案や進め方等
について具体的な検討を行う。
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２．岡山県の発達障害者支援施策実施状況について

（２）県発達障害者支援センターの運営

県発達障害者支援センター（本所：岡山市、支所：津山市）に
おいて、発達障害のある人や家族に対する相談支援や就労支
援等を行うとともに、市町村のバックアップや関係機関の連携
を促進して、全県的な支援体制の充実を図る。

○主な事業内容

・相談支援、発達支援、

就労支援

・関係機関等との連携

（機関コンサル等）

・個別支援のための

調整会議

・普及啓発及び研修

２．岡山県の発達障害者支援施策実施状況について

（２）県発達障害者支援センターの運営
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２．岡山県の発達障害者支援施策実施状況について

（３）市町村支援体制の整備促進

発達障害のある人が身近な地域で適切な支援を受けること
ができるよう、発達障害者支援コーディネーターの配置等によ
り、市町村における相談支援等の充実や地域の関係機関が連
携した支援体制の整備を促進する。

ア．市町村支援体制整備事業

発達障害者支援コーディネーターの配置

（立上げ期の３年間の県単補助、補助率１／２）

イ．市町村支援体制のバックアップとフォローアップ

県発達障害者支援センターによる市町村コーディネーター
の活動等のバックアップ

市町村支援体制の機能状況についての点検・見直し

ア．市町村支援体制整備事業
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ア．市町村支援体制整備事業

R1現在 23市町村

ア．市町村支援体制整備事業
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２．岡山県の発達障害者支援施策実施状況について

（４）家族支援体制の整備促進

発達障害のある人の保護者で所定の研修を終了したペアレ
ントメンター（信頼できる相談相手）による保護者への相談・助
言のほか、保健師や保育士等の地域における家族支援者を養
成することにより、家族支援の充実を図る。

ア．ペアレントメンター養成・派遣事業

メンター活動のバックアップ等

イ．家族支援の支援者養成と地域での取組促進

支援者養成研修

地域でペアレントプログラム等による家族支援を実施する
際の県発達障害者支援センターによるバックアップ

２．岡山県の発達障害者支援施策実施状況について

（４）家族支援体制の整備促進
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２．岡山県の発達障害者支援施策実施状況について

（５）人材育成の推進

発達障害への対応力を備えた人材が、各分野・職域で幅広く
育成されている。

各職域ごとに、トータルライフ支援の観点から中核となる人材
が養成され、職域間での連携が進められている。

ア．発達障害児（者）支援医師研修事業

発達障害のある子どもの早期発見及び早期支援等のため
に、地域の身近なかかりつけ医等を対象とした研修を実施し、
発達障害に関する対応力の向上を図る。

イ．発達障害者支援キーパーソン登録・活動促進事業

ア．発達障害児（者）支援医師研修事業

○Ｈ30かかりつけ医等発達障害対応力向上研修の修了者数

（単位：人）

県精神科医療センターが研修事業を受託。

国研修へは、児童精神科医になりたて、若しくは児童精神科
医を志す医師を派遣しているが、県で行うかかりつけ医の研修
自体は、精神科医療センターのベテラン医師が講師となり、実
施している。

実施内容 医師 その他 計

第１回（早期支援研修） 33 144 177

第２回（精神医療研修） 57 157 214

第３回（支援医学研修） 33 114 147

計 123 415 538
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２．岡山県の発達障害者支援施策実施状況について

（６）乳幼児期の支援

市町村を単位に、地域の社会資源等の状況に応じて、関係
機関の連携強化等を図りながら、機能的な乳幼児期支援の仕
組みづくりを進める。

ア．乳幼児期支援連携強化事業

①現状把握・検討（Ｈ28～29）

全市町村の現状把握（調査・ヒアリング）、課題等の整理、
モデル事業のフレーム検討、モデル市町村の選定

②合同研修会の開催（Ｈ29～）

①の調査結果等に基づき、課題と取組の方向性を県と
市町村で共有

２．岡山県の発達障害者支援施策実施状況について

（６）乳幼児期の支援

市町村を単位に、地域の社会資源等の状況に応じて、関係
機関の連携強化等を図りながら、機能的な乳幼児期支援の仕
組みづくりを進める。

ア．乳幼児期支援連携強化事業

①現状把握・検討（Ｈ28～29）

全市町村の現状把握（調査・ヒアリング）、課題等の整理、
モデル事業のフレーム検討、モデル市町村の選定

②合同研修会の開催（Ｈ29～）

①の調査結果等に基づき、課題と取組の方向性を県と
市町村で共有
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２．岡山県の発達障害者支援施策実施状況について

ア．乳幼児期支援連携強化事業

③希望市町村によるモデル事業（Ｈ29～32）

＊庁内ＷＧの設置

＊現行の母子保健事業・支援体制・人材・社会資源・機関
連携等について点検

＊仕組みの見直し検討→２～３年で支援の仕組みを再構
築

④県庁ＷＧにおいて、仕組みづくりのガイドラインを策定

（Ｈ30～31）

⑤県ガイドラインにより全市町村に取組を普及（Ｈ32～）

２．岡山県の発達障害者支援施策実施状況について

（７）学齢期の支援

就学前後の移行期における情報連携の取組について、平成
26年度から28年度に５市町村で実施したモデル事業の成果と
して策定したガイドラインによる取組の、県内市町村への普及
を図るとともに、就学後についても、関係機関の情報連携の取
組を進める。

ア．就学前後における情報連携普及事業

イ．就学後の情報連携の促進

＊小中連携

＊中高・高大・学職連携
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ア．就学前後における情報連携普及事業

ア．就学前後における情報連携普及事業
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ア．就学前後における情報連携普及事業

ア．就学前後における情報連携普及事業
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３．沖縄県の発達障害者支援施策実施状況について

（１）発達障害者支援地域協議会の設置

沖縄県発達障害者支援体制整備委員会は、医療、保健、福
祉、教育及び労働等の関係分野並びに学識経験者及び当事
者団体等の委員で構成され、平成18年度より設置。

県における発達障害者の実態把握、県の支援計画の作成・
進捗管理、今後の支援体制整備のあり方等について検討する。

３．沖縄県の発達障害者支援施策実施状況について

障害福祉課では、第３期沖縄県発達障害者支援体制整備計
画のもと、発達障害(児)者への支援について、以下の５つの事
業を実施している。

中核的支援機関

市町村支援

困難事例対応支援

診断・診療待ち
解消へ

隙間の支援

①発達障害者支援センター運営事業

②市町村発達障害者支援体制サポート事業

③発達障害地域支援マネジメント強化事業

④かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業

⑤障害児等療育支援事業

第３期沖縄県発達障害者支援体制整備計画
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３．沖縄県の発達障害者支援施策実施状況について

（２）県発達障害者支援センターの運営

発達障害児（者）への支援を総合的に行うことと、支援体制の
整備を目的とした拠点機関（センター）の運営

○直接支援

３．沖縄県の発達障害者支援施策実施状況について

（２）県発達障害者支援センターの運営

○機関コンサルテーション・・・年間58件（延べ件数）
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３．沖縄県の発達障害者支援施策実施状況について

（３）市町村発達障害者支援体制サポート事業

市町村や地域の支援者を中心に、地域支援マネジャーを派
遣し、必要な相談・助言を行うことで地域の支援体制整備を図
る。

（具体的な支援内容）

＊市町村の支援体制整備状況の把握と取組の検証

＊乳幼児健診後のフォロー事業（事後教室等）への巡回によ
る相談・助言

＊市町村における支援体制整備のための研修

＊個別支援ファイル・ペアレントプログラムの普及等

３．沖縄県の発達障害者支援施策実施状況について

（４）発達障害地域支援マネジメント強化事業

通常の支援が難しい困難事例等に対応する事業所等に対し、
発達障害に対する理解を深め、地域支援マネジャーを配置し、
支援を的確に実施できるよう助言、指導をする。また、支援者
の育成を図る。

（具体的な支援内容）

＊困難事例に対応できる支援者の育成

＊圏域で抱える困難事例等に対する支援

＊支援ノウハウの調査、普及、事例の整理等
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発達障害者支援センター
（６７都道府県、政令市で設置）

発達障害児者 ・家族

関係機関
児童相談所、知的障害者更生相談所、福祉事務所、
保健所、精神保健福祉センター、医療機関
障害児（者）地域療育等支援事業実施施設、
児童発達支援センター、障害児入所施設、
教育委員会、学校、幼稚園、保育所、
公共職業安定所、地域障害者職業センター、
障害者就業・生活支援センター等

連携
調整のための会議やコンサルテーション
障害者総合支援法第８９条協議会への参加

直接的な支援

研修（関係機関、民間団体等への研修）

地域住民、企業普及啓発・研修

都道府県が別途配置する
「発達障害者地域支援マネ
ジャー」と緊密に連携する

沖縄県の発達障害者支援施策の連携

市町村発達障害者支援体制サポート事業 発達障害地域支援マネジメント強化事業
市町村や地域の支援者を中心に、地域支援マネジャーを派遣し、
必要な相談・助言を行うことで、地域の支援体制整備を図る。

（具体的な支援内容）
・市町村の整備状況の把握と取組みの検証
・乳幼児健診後のフォロー事業（事後教室等）への巡回による相談・助言
・支援体制整備のための研修、個別支援ファイル、ペアレントプログラムの
普及 等
【委託先】沖縄肢体不自由児協会 （沖縄県発達障害者支援センター）

通常の支援が難しい困難事例等に対応する事業所等に対し、発達障
害に対する理解を深め、発達障害地域支援マネジャーを配置し、支援を
的確に実施できるよう助言、指導、支援者の育成を図る。
（具体的な支援内容）
・困難事例に対応できる支援者の育成
・圏域で抱える困難事例等に対する支援
・支援ノウハウの調査、普及、事例の整理等
【委託先】特定非営利活動法人わくわくの会 （さぽーとせんたーi）

発達障害児（者）への支援を総
合的に行うことと、支援体制の
整備を目的とした拠点機関

発達障害児（者）への支援を総
合的に行うことと、支援体制の
整備を目的とした拠点機関

市町村 事業所等

【委託先】沖縄肢体不自由児協会【委託先】沖縄肢体不自由児協会

支援
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３．沖縄県の発達障害者支援施策実施状況について

（５）かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業

発達障害における早期発見・早期支援の重要性に鑑み、最
初に相談を受け、又は診療することの多い小児科医などのか
かりつけ医等医療従事者に対して、発達障害に関する国の研
修内容を踏まえた対応力向上研修を実施し、どの地域におい
ても一定水準の発達障害の診療、対応を可能とし、早期発見・
早期支援の推進を図る。
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３．沖縄県の発達障害者支援施策実施状況について

（６）障害児等療育支援事業

在宅の重症心身障害児(者)、知的障害児(者)、身体障害児及
び発達障害児の地域における生活を支えるため、身近な地域
で療育指導等が受けられる療育機能の充実を図り、在宅の障
害児等の福祉の向上を図ることを目的としている。

（事業の特徴）

①障害児及びその家族が支援対象。

→発達障害の子を持つ親へ、ペアレントトレーニングを実施

②福祉サービスの支給決定を受けていなくても、利用が可能。

→言葉の遅れや問題行動が気になる子どもへの支援を実施

③障害児の通う保育所や障害児通所支援事業所等の職員へ
の支援も可能。

提案事項
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①岡山県等の視察を終えて検討した事項について

（１）発達障害児（者）支援機関連絡会議について

（目的）

発達障害者を取り巻く課題等の情報共有や意見交換、各部
局が所管する発達障害者支援に資する事業の実績報告及び
自己評価等を行う。

（会議の現状）

連絡会議の下部組織として、支援機関実務者会議を設置。

支援の現状実務者会議は、支援の現状及び課題について、
具体的かつ実務的な検討を行っている。

①岡山県等の視察を終えて検討した事項について

（１）発達障害児（者）支援機関連絡会議について

（課題）

関連する機関が保健、福祉、教育、就労、医療、私学と多く、
また、その中で関連する事業も127と多いため、特定のライフス
テージごとの課題や、ライフステージを通じた課題に係る各分
野の支援の現状や課題について、細かく検討が行えていない。

（対策案）

特定のライフステージごとの課題や、ライフステージを通じた
課題に関連する主な事業ごと（テーマごと）に、下部組織の支援
機関実務者会議の構成を見直したい。
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令和元年度
沖縄県発達障害者支援センター連絡協議会

委員意見まとめ

本資料について：

沖縄県発達障害者支援センターは、第３期沖縄県発達障害者支
援体制整備計画の８つの重点課題に基づき事業運営を進めてい
る。

本資料にて、委員より頂いた意見を、重点課題ごとに対応させ
て整理し、概要をまとめた。

＜ 第1回沖縄県センター連絡協議会 ＞

１．日 時： 令和元年9月17 日（火） 13 時 30 分 ～ 15 時 30分

２．場 所： 沖縄中部療育医療センター 3階 会議室

３．出 席 者： 12名（ 5名欠席 ）※ 1名オブザーバー

勝連 啓介 委員、照屋 明美 委員、新城 明美 委員、垣花 道朗 委員、小浜 ゆかり 委員、

粟國 静夫 委員、仮屋 千夏 委員、中村 淳子 委員、長嶺 みき 委員、森脇 千夏 委員、

知花 さおり 委員、寺田 明弘 委員

※ オブザーバー 塩川 真弓 氏 （新垣 ゆかり 委員代理）、

＜ 第2回沖縄県センター連絡協議会 ＞

新型コロナウイルス感染拡大に伴い中止。「意見聴取シート」にて、各委員よりご意見を頂いた。

令和元年度沖縄県発達障害者支援センター連絡協議会 実施状況

2
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重点課題のイメージ図

3

課題１：乳幼児期における早期発見・早期支援
特定のライフステージ
ごとの課題と取組

4

受診率向上等、早期発見・早期支援に関する課題検討の場の設置
（主な意見）
• 市町村として早期発見ができる乳幼児健診が一番大事と言われているが、沖縄県は受診率が全国に比べて非常に

低い。市町村もその事実は分かっており、どうしたらいいのかという課題が常に上がっている。県地域保健課、

市町村が体制整備計画も含めた形でどういう風に実行していけば受診に繋がるのか、協議をしてお互いの取り組

みが強化できればと思う。

早期からの相談支援体制整備に向けた、保健師向け保護者支援に関す
る研修会の実施

（主な意見）
• 保護者が特別な支援を受けること、相談することに抵抗を示すことがある。保護者が発達障害等のある子どもに

ついて、早期から安心に継続して相談できる地域支援体制づくりが必要。（不安を取り除く人や場所、誰と繋が

ればいいのかが分かる仕組みづくり。）

• 保健師等が気になる児として要フォローしたいと思っても、保護者の受け止めが不十分場合の対応の

仕方について、研修が必要。
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教育と医療・福祉の連携に関する取り組みの強化
（主な意見）
• 教育現場だけでなく福祉や医療、就労等の連携が進められたらと感じている。

• 県教育委員会では、各地区（国頭・中頭・島尻・宮古・八重山の５地区）において教育・医療・福祉と早期支援

地方協議会を実施した。各地区における母子保健の担当者から各地区の現状と課題、がじゅま～るから連携の

ツールとしてサポートえいぶるの紹介、県の障害福祉課から福祉制度について、地域の相談員から地域における

福祉と教育が、具体的にどのように繋がっているのか、現状・課題等を話してもらった。それを踏まえ、教育関

係者が福祉のことを知る、ということをテーマに協議を行い、まずは支援者同士の顔繋ぎの場を設けた。教育関

係者の参加が多かったため、福祉関係者への呼びかけが不十分となり、地区においては参加者にバラつきがあり

協議があまり深められなかったという反省がある。教育・福祉・医療と掲げているものの、医療関係への呼びか

けも不足していた。今後はどのようにすれば教育・福祉・医療が上手く繋がっていけるのかというとろころを今

後検討し、次に繋げていきたい。

課題２：学齢期における教育と福祉の連携
特定のライフステージ
ごとの課題と取組

5

課題３：成人期における就労支援①
特定のライフステージ
ごとの課題と取組

6

発達障害当事者の就労状況における実態把握
（主な意見）
• 発達障害者の就労状況（在宅就労を含む）について、離職、転職、定着率のデータがあるか。ニーズに関しての

調査が必要。そもそも発達障害者が県内にどれだけいるのかという数字もなく、何らかの支援を行うにも数字は

必要になると感じる。

就労分野と、医療・教育分野の連携強化
（主な意見）
• 障害者対象の求人が増えていく中で、これまで合理的配慮を受けずに学生生活を送ってきた高校生が、障害者手

帳を活用して就職をしたいと保護者と悩みながら決断をした。本人は診断を受けており、ハローワークに登録を

する際、主治医意見書を提出した。意見書内にも特性が記入されているのにも関わらず、医師が障害者手帳を出

せないというケースがいくつかある。そういった時に本人はどうなるのかというと、一般の求人で就職するしか

なく困っている。また、教育と福祉の連携とも絡むが、大学でも合理的配慮を受けながら学生生活を送っている

方は就労支援に繋がってくるが、中学を卒業し高校へ進学せずに就職したいという相談があった際、教育機関が

どこにどう繋げていいのかわからないという声が増えている。そのため切れ目のないライフステージ、どの社会

資源に繋がっていけばいいのかという支援をやっていかなければならないと思う。
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定着支援に関する情報の周知
（主な意見）
• 当事者の意見で「ジョブコーチや支援を受けて働き続ける事を、もっと世間に周知して欲しい。メディア（新

聞）で記事を見る事も殆ど無い。」とあった。

生活支援の重要性の理解・啓発
（主な意見）
• 一般就労で就職している方の中には、仕事にエネルギーを使い果たしてしまい、家事ができずゴミを捨てること

すら難しく、ゴミ屋敷になっている事例もあると聞く。就労支援を続けていくにあたり、こういったケースもあ

り生活支援の必要性について知っていてほしい。

• 特別支援学校においては、卒業後、就労した後の仕事への定着が就労支援における課題の１つ。近年、生活の質

の向上の視点から、障害者の生涯学習が注目されている。特別支援学校においては、将来の余暇についてスポー

ツやレクリエーション等の指導を行っている。当事者の仕事や生活のやりがいや生きがい等の発見のヒントとな

るようなプログラムに取り組んではどうか。

課題３：成人期における就労支援②
特定のライフステージ
ごとの課題と取組

7

企業や学齢期の保護者に対する研修機会の確保、啓発活動の促進
（主な意見）
• カミングアウトして就職活動を行った場合、企業側が「どうやって支援したらいいのか分からない」と面接まで

辿り着かないという話があった。

• 就労支援について、関係機関の理解は進んできたは、学齢期の保護者への理解について、今後深めていく必要が

ある。

障害を前提としない就職支援機関への研修機会の充実
（主な意見）
• ハローワークでは、発達障害の方が就職する際、専門援助での登録の際は障害者手帳、主治医意見書をもとに登

録しているが、本人が診断を受けていない、障害の受容がないという時は障害の窓口ではなく、一般の窓口に行

く場合が多い。一般の窓口には障害について知識が浅い職員もいるため、一般窓口で登録を行い面接して就職に

繋がるものの、なかなか続かず退職する方もいる。

課題３：成人期における就労支援③
特定のライフステージ
ごとの課題と取組

8
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系統的な人材育成に向けた、医師向け研修の在り方の整理
(シラバスの作成、各種関連機関（事業）における研修の取りまとめ 等）

（主な意見）
• 沖縄県かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業について、受講者は増えているが、医師の参加がまだ足りな

い。一回参加すると修了証がもらえるが、その一回の研修で専門医と名乗るのはこそばゆい。研修ごとにそれぞ

れ内容・テーマが別のため、継続して受けることで習得できるような一貫した内容の研修を今後行ってほしい。

知識の習得、実践能力が身につくような、シラバス的なものが今後できていけばいい。かかりつけ医研修事業だ

けで行うのでなく、これまで連携している小児保健協会の年間計画、小児科医会、小児科学会、精神科の研修、

こどもの心の診療ネットワーク事業等との連動が望まれる。それぞれが独自で医師の人材育成で行っているが、

それをどこかが取りまとめ、年間を通して行うことができる到達目標を定めていかないといけないと感じる。

医療機関の待機問題解決に向けた、県主導での検討の場の設置
（主な意見）
• 診断書を求められることが多いがために受診予約がなかなか取れない状況が慢性化している。市町村ごとの検討

というのは難しいと思うので、県で指導して頂きたい。市町村の課題を整理する場について、計画推進体制の中

でどこが行うのかまだ定まっていないため、調査して解決に向かっていくワーキンググループを作らないといけ

ないと感じている。

課題４：専門医療機関の不足への対応
ライフステージを
通じた課題と取組

9

課題５：保護者や家族に対する支援
ライフステージを
通じた課題と取組

10

支援の流れがわかりやすく見渡せるような支援マップの作成

（主な意見）
• 学校から「病院に行ってください」と言われたが、どうしていいのか分からずに病院に入れず泣いている保護者

がいた。市町村行政によって違うが、子どものことで困った時はこんな支援があると案内があったり、丁寧に支

援機関に繋いでいる所もある。全県的に子の支援について見通しが示せるフロー図等のツールがあれば、学校の

先生たちのサポートも出来るのではないかと感じた。

児童相談所を含む子育て支援機関への研修機会の充実

（主な意見）
• 児童相談所で関わるケースに発達に特性のあるだろうと思われる児童は多く存在しているが、実際に支援に結び

つけていくことは難しい。不適切な養育環境の中、環境要因と思われる行動特性と器質的な行動特性を見極めて

支援していくのは非常に難しい。また、児相の調査・一時保護等のアセスメントで把握できた児童の行動特性を

保護者に説明して支援をしていきたくても、保護者との信頼関係が築けない中では、保護者が児相の説明を受け

入れることが困難な状況が続いている。（最初から子育てに悩みがあると表明している保護者は別だが）。
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課題６：各分野における支援人材の育成①
ライフステージを
通じた課題と取組

11

研修内容の工夫（権利擁護、疑似体験、ロールプレイ、アセスメント、
保護者支援 など）

（主な意見）
• 発達障害に関する知識はあるが、実際の支援に活かせていない支援者が少なくない。研修のあり方について、工

夫が必要。ポイントだと感じるのは、権利支援・人権意識・意思決定支援。

• 研修の持ち方の工夫として、当事者視点を取り入れた疑似体験の機会をもっと増やしてほしい。

• 平成３０年度にも沖縄弁護士会へ研修を行ってもらっている。発達障害について頭で理解していたとしても、実

際に対応をする時はどうなのかが重要。弁護士会、裁判所、検察庁等もそうだと思うが、まだまだ実践には至っ

ていないのではないかと感じる。研修をいかに実のあるものにするか、ロールプレイ等を取り入れた研修の取り

組みを進めて頂きたいと思う。

• 障害特性や様々な理由により「学びにくさのある子どもたち」の実態把握が不十分なことが多く、教師が子供た

ちの学習の困難さに気づいていない場合や、困り感に寄り添えていないことがあるため、子どもたちの多様で柔

軟な実態把握や情報収集のための方法や、短時間でできるアセスメントツール等の紹介。

• 「学びにくさのある子どもたち」に「その子の学び方で教える」ための指導方法や、教材教具の工夫等、授業改

善に繋がる研修内容の充実。（校内研修の方法等）

• 学校（教師）と保護者が、子どもに対し同じ視点に立って支援を進めていくことが難しいことがあり、その際に

チーム支援としての第三者機関（本教育センターなど）の関わり方や、援助資源としての在り方の再検討。

課題６：各分野における支援人材の育成②
ライフステージを
通じた課題と取組

12

研修対象の広がり（司法・矯正分野、相談支援専門員、市町村職員な
ど）

（主な意見）
• 借金問題、消費者被害、労働問題にあった方を支援することが多いが、困りごとをどうやって解決していくのか、

もっと弁護士や法律家が携わっていく必要があると日々感じている。発達障害に理解のある法律家をどうやって

育てていくのかという課題、研修のあり方が重要だと改めて実感している。

• ただ計画を立てる相談支援員と出会った場合は失敗だらけになってしまう。その辺りの丁寧さを相談員の研修で

も行ってはいるが、相談者と支援員が合わなくて転々としてしまい、体調が悪くなり病院へ逆戻りをしてしまう

ケースもある。

• 各市町村の相談支援体制の強化が非常に課題となっている。精神障害者の相談の中で発達障害の相談も多く、対

応に困ってしまう。実際に市町村の方からも相談がある。
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課題７：移行期の「支援の途切れ」防止
ライフステージを
通じた課題と取組

13

市町村教育委員会の支援及び、保幼こ小連携の強化（認可外施設と小
学校の引継ぎ支援）

（主な意見）
• 乳幼児期から学童期への情報の引継ぎが難しいと感じる。沖縄県は保育園が４歳まで、５歳から公立幼稚園、６

歳から小学校と３年間で３機関が介在するため、就学までのルートが多様。更に幼児教育の無償化が来月から始

まり、認可外保育園の利用者も増えてくるということになると、認可外施設からどうやって小学校へ引き継ぎを

行うかということも含め、市町村教育委員会と検討が必要。事業所向けに地域支援マネジメント強化事業のマネ

ジャーが中心に行っていると思うが、本事業が広げられるのであれば対応して頂けたらと思う。

えいぶる研修の工夫（合同研修の実施、モニター調査実施）

（主な意見）
• 種々の事業・施設を合同にして研修を行ってみるのはどうか。地域でモデル事業として行える施設があれば、３

歳～小学３年生までの対象者において、５年程の計画を立てて保育園、幼稚園、小学校、学童と４者ぐらいで、

どういう連携を行っているのか中期的な形で追って、えいぶるを実際に活用してどういう風に活かされたのか、

検証を行ってみてはどうか。

• 南部圏域では、支援者と保護者合同でのえいぶるの研修を毎年行っている。

課題８：県民に対する正しい理解の普及
ライフステージを
通じた課題と取組

14

ヘルプマークの普及

（主な意見）
• ヘルプマークについて。現在は病院や役所の福祉課にあるが、まだまだ普及していないと感じる。沖縄県では新

聞で１度取り上げられたが、ほとんど見かけていない。ヘルプマークには緊急連絡先や支援内容が記載されてい

るため、普及が必要だと思う。

啓発講演会の充実

（主な意見）

• 母子保健推進委員や民生委員、おじいちゃんやおばあちゃん、自治会長など地域の支援者等、地域の援助資源に

対する発達障害等に関する研修機会が十分でないため、正しい知識を身に付ける機会が少なく、特別支援教育や

発達障害に対して偏見や誤解がある場合がある。地域の人が気軽に受講できる講座や、正しい知識を身に付ける

ための場が必要。
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その他

15

他分野の関連事業計画と
「第３期沖縄県発達障害者支援体制整備計画」の連動

（主な意見）
• 市町村は今年度中に子ども・子育て支援事業計画を立てる必要があり、その中の事業のいくつかに母子保健の分

野もある。特に乳幼児期に関して、健診や全戸訪問、療育支援等を含めると、第３期計画とリンクしているとこ

ろがある。子ども・子育て支援事業計画と第3期発達障害者支援体制整備計画を併せて見ている自治体は少ない

と思う。両計画を連動させた子ども・子育て支援事業計画を立てられるよう市町村の支援をしてほしい。
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